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の 発達、 それにともなうテクノロジーサイウルの 短期 
無形資産 

17% 

化や競争の国際化に 伴い、 経済の構造そのものが 変わ 

り 始めている。 本研究では無形資産を 考慮に入れた、 無形下色 
m% 

特に lCT の 利 活用を重視したインスティテューション 
有形装 産 

の 分析を、 国際比較 ( 特に、 日英 ) を通して行い、 日 B3 拷 

末技術経営のダイナミズムの 解明を目的とする。 右括狂産 
引 Ⅹ 

2. 無形資産について 

(1)  無形資産と有形資産 
( 備考 ) 十国で林武を 上持している 金 ぬ機関以外の 企 莞 全 

競争力の基盤が 有形資産から 企業から保有する 特許や 体の市 塩耐 BtS 鴎 け柱り下 砧ぜ鵜と長 郷音人 (? 土 @ 青 ) 
との合計 ) から 禅杖や設 併 弩の有形資産 絆 杖を 

フランド、 あ るいは人材に 代表される無形資産へと 変 
差し引いた 牡 りの部分を無形資産として 計姉して 
いる。 

( 出所 @ 引 alr タ t 田は 000) 。 

化してきている。 

この背景としては、 世界経済がバローバル 化してい 
図 ] 無形資産の割合の 変化 ( 米国 ) 

く 中で、 多様な財・サービスが 先進国において 大貝に (2) 無形資産と ICT の 利 活用 

供給されるよ う になり、 消費者は大量に 供給される OECD は、 1990 年代における OECD 加盟国の成長 パ 

財 ・サービスの 中から自らに 必要な財・サービスを 選 フォーマンスの 違い、 特に米国およびその 他藪力 固め 

釈 することができるようになっている。 このため企業 この 10 年間に成長を 加速化した原因を 解明し、 長期的 

は 単に財，サービスをどの 程度供給するかという 量的 な成長のパフォーマンスを 強化し ぅる 要因、 及び政策 

な 側面だけではなく、 自社の提供する 財 ・サービスを を解明するためのプロジェ ウト を実施した。 そのプロ 

他社のものに 対していかに 差別化を図っていくかとい ジェクトが発表した "TheNew Economy: Beyond the 

う 質的な側面を 重視するべきであ り、 ますますその 傾 Hype" の中で以下のように 述べている。 

向は強くなっている。 また、 グローバル経済化や @CT  "ICT 自体を保有すること 自体が国の成長を 促す必要 

の 普及によりテクノロジーサイウル、 プロダクトサイ 条件ではない。 " 

ウルの短期化が 加速し、 企業は絶えず 消費者の嗜好を "ICT が効果的に利用され、 その効用が発揮されるた 

満たし、 他社にはない 独自の財・サービスを 提供する めには、 適切なスキルと 能力を伴 う ことが必要であ り、 

必要があ る。 そのためには、 企業組織内にイノベーシ 人的資本が経済成長を 実現する上で 重要な要素となっ 

ョンを引き起こすシステムを 内包しなければならず、 ていること、 このため、 知的労働者への 需要が増加し 

主にその源泉となるのが 無形資産であ る。 ている。 " 

また、 B ⅣⅢ 0% 比 0n  (2002)  によると、 ハード やアプ 

有形資産とは 異なり、 無形資産を定量的に 計測する リケーションのように 測定できるに T 投資は全体の 
ことは困難であ り、 主に以下の二つの 方法が主流にな l0% であ り、 残りの 90% はその投資を 競争力とするた 

っている。 めの無形資産、 具体的には人的資産、 ビジネスプロセ 
● 株式時価総額と 長期借入との 合計額を市場時価 スや 企業文化であ るとした。 

総額として、 市場価値総額から 有形資産総額を 差 (3) 無形資産の分類 

し 引いたものを 無形資産とする 方法 技術経営のダイナミズムをより 性格に把握するため 
● 一定期間の投資総額を 有形資産関連の 投資総額 に、 無形資産の分類を Lev(2001) の方式に則り 行 う 。 

と 無形資産関連のものに 分けて、 その投資額を 無 (a) 技術革新によって 生み出される 無形資産 

形 資産の価値として 算出する方法 (b) 組織形態によって 生み出される 無形資産 
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(c) 人的資源によって 生み出される 無形資産 

以上の三つに 分類する。 
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イ / ヘ一 ション キ 様叱 Ⅱの集中的使用 1     

      持牡 づけられる企業のあ り方のは 広 的な変化   

      
                          人的 俺丑に 閲する 咀到 @ 、 関する 

% 丁 蓉や @ う台長 京形方立 Ⅰ 形斉 ま 

@ 所 ) Lev (200@) 。 

図 2  無形資産の分類 

イノベーション 資本の具体例としては 研究開発投資と、 

その結果生み 出された青果物が 法的に保護された 形態 

であ る特許権 、 営業秘密、 著作権 などが挙げられる。 

組織資本の具体例としては、 ブランド ( 企業名、 マー 

クなど ) 、 組織構造プロセス、 ネットワークなどが 挙げ 

られる。 最後に、 人的資本の具体例としては、 経営陣 

のマネジメントスキル、 能力や従業員のオペレーショ 

ンスキル、 能力などが挙げられる。 

3. 分析アプローチ 

(1) インスティテューション 

本分析においてはインスティテューションを 政策や 

経済状態のマクロ 的な視点、 企業レベルでのミクロ 的 

な視点に加え、 歴史的、 国民気質を考慮して 捉える。 

        
    

            

  
    

                        """"@ 一 "" 

図 3  De 月 nlt@on  of  lnst@tu 目 on 

以上、 三つの べ クトルでインスティテューションを 考 
える。 本分析においては 各国のインスティテューショ 
ンをマクロおよびミクロ 的な視点から 見た社会経済 体 

質だけではなく、 文化的・歴史的性格も 考慮に入れた 

ものと考える。 

(2) 技術経営システム 

インスティテューション 同様、 技術経営システムの 分 

析フレームワークも 同様に姉階層による 構造を用いる。 

インスティテューションが 技術経営に与えるイン 

パクトを研究した 論文として Hamanaka ( 2003 ) があ 

る。 この分析では 主に lC 丁に焦点をあ て、 インスティ 

テューションの 分析および技術経営に 与える影響を 以 

下の 5 指標を用いて 計測している。 

・ 国家の経済状態 

・ 教育のレベル 

・ 生活環境 

・ 政府の効率性・ 柔軟性 

・ 文化の柔軟性・ 変化の対応力 

経済，社会の 状態とその体質的な 要素をという 2 因子 

を抽出している。 

しかしながら、 国家の経済状態や 文化の柔軟性とい 

ったレベルの 異なる情報から 因子を抽出するよりも 先 

に 述べた姉階層のフレームワークにそって、 その階層 

ごとの因子を 抽出したほうが、 より精密にインスティ 

テューションの 性質を表すことが 可能になる。 また、 

各国の文化的，歴史的背景がもたらす 国民性、 価値観 

というものがインスティテューションの 性格を決定 付 

けるのに与える 影響は大きなものだと 思われる。 ただ 

し、 国民性、 価値観というものが 定性的に考慮するこ 

とは可能でも、 定量的に計測することが 困難であ った。 

マク コ 指標、 ミク コ 指標と組み合わせてその 国民性、 

価値観を考慮に 入れているところが 本研究の意義であ 

り、 技術経営システムのダイナミズムを 解明すること 

に貢献を期するところであ る。 

(3) アンケートについて 

Meso, Ⅲ cro @eve@ と nistorica@ level の間に存在す 

る @ndividual level について ( 図 4 参照 ) 説明する。 

いわば、 生活者であ る個人とその 集合体であ る企業と 

を関連付けるためのサブ 階層であ る。 この階層におい 

ては、 各国の大学生を 対象として lCT の 利 活用および 

将来に関するアンケートを 行 う 。 このアンケートの 目 

    
図 4  Ana@ysls  「 ramework 
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的としては、 ①文化、 歴史、 ライフスタイルなどのイ 

ンスティシューションに 影響を与えると 考えられる要 

素の抽出、 ②インスティチューショナ ル に明らかに影 

響を与えているモバイルおよびパーソナルコンピュー 

タの 使用に関する 考察の二点が 挙げられる。   
1 ,.. …。 ，、 。 1, ‥ @ 、 …．。 …     

      
      

    
HI@5@ The@ Role@ of@ Students@ in@ Societies 

各国の大学生はインスティテューションが 与えている 

教育を受けていて、 さらに企業の 視点から鑑みるに 新 

たな人的資源としての 性質をもっている。 そのため 

Meso, Ⅲ cro Level と Historic Level とのサブ階層と 

しては最適の 対象であ る。 現在、 アンケートは 集計中 

であ る。 

4. 分析手法とデータ 

本分析ではインスティテューションをマクロレベル 

と国民気質レベルでの 二点からそれぞれを 構成する要 

素を抽出し、 インスティテューションの 性質を解明し 

ている。 マクロレベルでは 35 カ 国、 国民気質レベルで 

は 54  カ 国を対象に分析を 行った。 マクロレベルでは 

Ec0n0mic  「 reed0m  of  the  World 、 Ⅲ D  C0mpetitive 

Yearbo0k  から政府支出、 法体系、 規制、 政府の柔軟性 

のデータを採用した。 政府支出は GDP  に対するせい 不 

出の比率、 および税率を 考慮にいれた 指標であ る。 GDP 

に対して政府支出の 比率が小さく、 税率が低い政府と 

いうのは企業、 個人に資源配分を 効率よく行っている 

こととなり、 好ましいインスティテューションを 構成 

する要因になる。 法体系の整備は 健全な企業活動を 行 

うために必要な 要因であ る。 規制は、 市場原理を働か 

せるために企業活動が 自由に行える 環境整備を表す。 

最後に政府の 柔軟性はパラダイムシフトが 起こったと 

きに迅速にそれに 対応する政策を 表す指標となってい 

る。 一方、 国民気質レベルでは 価値観データブック か 

ら 家族、 宗教、 仕事、 余暇の人生における 重要度、 現 

状の満足度、 人生の自由度および 愛国心の 7 項目に関 

するデータを 採用した。 

この 2 つの分析対象国は 三 -business forum の " 

e-readiness  Rankings  " における上位 国 に主眼を置い 

ナ @   

5. 分析結果 

(1) マクロレベル 

上記の政府支出、 法体系、 規制、 政府の柔軟性に 関し 

て因子分析を 行った。 2 因子を抽出して 累積寄与率は 

68% となり、 概ね良好な結果を 得た。 

因子 ] 、 因子 2 の構成要素は 以下の通りであ る。 

因子 No l 

  

  
  

  
一 0 5   0 5   

因子 No. 2 

  
  

  

、 。 。 

一 0 2   02 04 06 

因子 1 に関しては政府のインスティテューションの フ 

レキシビリティをあ らわし、 因子 2 はその値が高けれ 

ば高いほど、 健全な資本主義の 体質を持つ社会経済 体 

質を有するとする。 

  
リ   k 

  1  5   
    

  

中 Ⅱ 
    05       

      
  

              Ⅱ China + 
  

  
一 l 5 

因子 l 

日英のそれぞれのスコアは 以下の通り。 

因子 No. 1 因子 No. 2 
Japan 0.23  一 0. Ⅰ 6 

UK Ⅰ． 61 1.35 

日本政府は柔軟性が 低く 、 財の配分の効果的にできて 

いないことがわかる。 一方、 イギリス政府の 評価は非 

常に高く、 アメリカと並び 政府のインスティテューシ 

ョンは優れているといえる。 
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(2) 国民気質レベル 

価値観データブックを 用いて・上記の 要素に関して 因 

子分析を行った。 マクロレベルと 同様に 2 因子を抽出 

して累積寄与率は 74% であ った。 2 因子の構成要素は 

以下の通り。 

因子 No l 

  
  
  
  

  
  
    

因子 No. 2 

  
    

  
  

一 0.5       

因子 1 は Sociabi@ity 、 因子 2  は 川 exibility  を表す。 

Sociabi@ity  が高いということは、 情報の共有などの 

集団社交行動レベルが 高いことであ る。 川 eXibility 

が高いということは、 例えば新しく、 異質なものを 受 

け入れる素養が 高いということになる。 
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6. 考察と今後の 課題 

lC 丁が技術経済に 与えたショックは 言うまでもなく、 

非常に大きなものであ った。 しかしながら、 果たして 

lCT そのものの生産に 対する弾性値だけでは 説明でき 

ない部分が大きくいままでさまざまな 議論がなされて 

きた。 その結果、 @C 丁 導入によってもたらされる 業務 

プロセス、 文化などの無形資産こそが 競争力の源泉で 

あ り、 その重要性を 分析する研究が 多数なされている。 

本研究では、 @C 丁を有効に利用し、 それにまつわる 無 

形資産を効率よく 保有するためのインスティテューシ 

ョンの特性を、 経済的側面に 加え、 歴史的・文化的側 

面も考慮に入れ 分析をおこなっている。 世界的なイン 

スティテューション 分析、 および具体的な 3 階層にわ 

たる国際比較を 行うことで、 日本のインスティテュー 

ションの特徴を 抽出し、 技術経済のダイナミズムを 解 

明し、 グローバル経済で 生き残っていくために 必要な 

政策の提言を 行うことが目的であ る。 

今回、 lCT と無形資産の 相互関係、 インスティテュー 

，ンョン の マッ ピンバを行った。 特にマクロレベルと 国 

民気質レベルという 2 つの側面からインスティテュー 

，ンョン を分析したことでより 包括的に性質を 捉えるこ 

とに成功した。 

今後の課題としては、 今回のインスティテューション 

マップにアンケートによる 具体的な国別のインスティ 

テューション 特質を加え、 より具体的に 日英の国際と ヒ 

    
    一 l5     較を行っていくことが 挙げられる。 
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